
 

 

○八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金交付要綱 

制定 平成３０年 ３月３０日告示第１１３号 

改正 令和 ３年 ３月２９日告示第１２６号 

令和 ３年 ７月１６日告示第２３３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，重度重複障害者に対し生活介護を提供する生活介護事業

所が適正な通所施設の運営に加え，重度重複障害者の容態等を鑑みた体制の

確保を行うために必要な経費に対し補助金を交付することに関し，八千代市

補助金等交付規則（平成１７年八千代市規則第４３号。以下「規則」という。

）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴ 重度重複障害者 次のいずれにも該当する障害者をいう。 

  ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する

児童相談所又は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条

第１項に規定する知的障害者更生相談所が最重度又は重度の知的障害者

と判定した者であること。 

  イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受け，身体障害者福祉法施行規則（昭

和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める１級又は２級の障害の

ある者であること。 

  ウ 主治医，かかりつけ医等の指示（書面により，その指示内容が明らか

とされているものに限る。）により看護職員が行うことが望まれる行為

が必要と判断されるものであること。 

⑵ 重度重複障害者等 重度重複障害者及びその保護者をいう。 

⑶ 生活介護 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第

５条第７項に規定する生活介護をいう。 

⑷ 生活介護事業所 障害者総合支援法に規定する生活介護の事業を行う事



 

 

業所のうち，同法第３６条第１項の指定を受けた社会福祉法人等（社会福

祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条の社会福祉法人，特定非営利活

動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法人並

びに一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８

号）に規定する一般社団法人及び一般財団法人をいう。）をいう。 

 ⑸ 看護職員 保健師（看護師免許を有する者に限る。），看護師及び准看

護師をいう。 

⑹ 常勤換算方法 生活介護事業所の職員の員数を常勤の職員の員数として

換算する方法として，第５条に規定する算定方法を用いた換算方法をいう。 

⑺ 介護給付費等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに

要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２３

号）に規定する人員配置体制加算，常勤看護職員等配置加算等をいう。 

 ⑻ 補助対象期間 １年度間における，次のいずれも満たしている月間をい

う。 

  ア その月の初日に看護職員が在籍していること。 

イ その月の初日から末日までの間に看護職員の在籍していない日がない

こと。 

 ⑼ 補助対象期間利用者数 生活介護事業所が生活介護を提供した重度重複

障害者の延べ人数をいう。 

 ⑽ 補助対象期間定員数 生活介護事業所が通所施設において１日に生活介

護を提供することができる重度重複障害者の人数に，当該通所施設の開所

日数を乗じて得た人数をいう。 

 ⑾ 補助対象期間利用率 補助対象期間利用者数を補助対象期間定員数で除

して得た割合をいう。 

（補助事業等） 

第３条 補助金は，次のいずれにも該当する生活介護事業所に対して交付する。 

 ⑴ 本市において生活介護の提供を行っていること。 

⑵ 障害者総合支援法第３６条第１項の規定による指定を受けていること。 

⑶ 本市に住所を有し，かつ，住民基本台帳に記録されている重度重複障害



 

 

者に対する生活介護の利用契約を交わしていること。 

 ⑷ 通所施設に配置する看護職員の人数が，障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。

以下「人員等基準」という。）で定める基準を超え，かつ，常勤換算方法

により算出した当該看護職員の人数から１を減じた人数が当該通所施設に

おいて１日に生活介護を提供することができる重度重複障害者の人数１人

に対して０．４人以上であること。 

２ 補助金の交付の対象となる事業は，重度重複障害者に対し次の各号のいず

れをも行う事業（以下「補助事業」という。）とする。 

⑴ 重度重複障害者に対して生活介護を提供すること。 

 ⑵ 重度重複障害者の容態等に応じ，主治医，かかりつけ医等の指示書のも

と看護職員が当該指示書に基づいた処置を行い，又は当該処置が可能とな

る人員体制を敷いていること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，生活介

護事業所が補助事業を遂行するために人員等基準を超えて看護職員を配置す

るために必要な人件費とする。 

２ 前項に規定する人員等基準を超えて配置した看護職員の人数は，常勤換算

方法により算出した人数で，生活介護事業所が通所施設において１日に生活

介護を提供することができる重度重複障害者の人数を２．５で除して得た人

数（その人数に小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てた人数（そ

の人数が２人を超えるときは，２人））までを補助対象経費とする。 

 （常勤換算の算定方法） 

第５条 常勤換算方法は，補助事業の対象となる事業所の従業者の勤務延べ時

間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除す方法とす

る。 

２ 前項の常勤の従業者が勤務すべき時間数について，その時間数が３２時間

未満となる場合は，当該常勤の従業者が勤務すべき時間数を３２時間として

同項の常勤換算方法に用いるものとする。 



 

 

３ 年次有給休暇，病気休暇等の特定の休暇，出張等を理由として事業所を不

在としていた日の従業者の勤務延べ時間数は，常勤換算方法に用いない。 

４ 前項の規定にかかわらず，年次有給休暇，病気休暇等の特定の休暇，出張

等を理由として事業所を不在としていた日について，これらの日が暦月で連

続して１月以上とならない場合は，不在としていた時間数を従業者の勤務延

べ時間数から控除しない。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，第１号に規定する額と第２号に規定する額とを比較し

て少ない方の額に，補助対象期間利用率に別表に掲げる修正率を除したもの

を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数がある場合は，これを切

り捨てた額）とする。ただし，当該算出額が５，２８０，０００円を超える

場合は，補助金の額は，５，２８０，０００円とする。 

⑴ 補助対象期間に重度重複障害者が１名以上通所した日数に９，８２５円

を乗じて得た額に，第４条第２項により算出した人数を乗じて得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額） 

⑵ 補助対象期間に実際に支出した補助事業に係る看護職員の人件費を常勤

換算方法で算出した看護職員の人数で除して得た額から人員等基準を超え

て看護職員を配置したことにより得られる介護給付費等，補助金その他の

収入（本補助金を除く。）を控除した額に，第４条第２項により算出した

人数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは，これを切り

捨てた額） 

（交付申請書等） 

第７条 規則第３条第１項の申請書は，八千代市重度重複障害者受入通所施設

運営補助金交付申請書（第１号様式）によるものとする。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 補助対象事業所の生活介護事業所としての指定通知の写し 

⑷ 看護職員の雇用契約書 

⑸ 補助対象事業所に勤務する看護職員の勤務形態及び常勤換算後の人数を



 

 

確認することができる書類の写し 

⑹ 補助対象事業所に勤務する看護職員の資格証の写し 

⑺ 申請する年度に属する月ごとの開所予定日を確認できる書類の写し 

⑻ 就業規則その他の補助対象事業所の職員の勤務時間を確認することがで

きる書類の写し 

⑼ 重度重複障害者の一覧，補助対象事業所と重度重複障害者等の間で契約

した契約書及び主治医，かかりつけ医等の指示に基づく行為を行うことに

ついて同意したことを確認できる書類の写し 

⑽ 主治医，かかりつけ医等の指示書 

⑾ 八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金所要額調書（第２号様

式） 

⑿ その他市長が必要と認める書類 

 （補助の条件） 

第８条 規則第５条の規定により付する条件は，次に掲げるとおりとする。 

⑴ 月別の状況について，その月の翌月１５日までに，八千代市重度重複障

害者受入通所施設運営補助金月別事業実績報告書（第３号様式），八千代

市重度重複障害者受入通所施設運営補助金実績記録表（第４号様式）及び

当該月にかかる介護給付費等の金額の分かる書類の写しを提出すること。 

⑵ 補助事業の内容の変更（市長の定める軽微な変更を除く。）をする場合

においては，市長の承認を受けること。 

⑶ 補助事業を中止し，又は廃止する場合においては，市長の承認を受ける

こと。 

⑷ 主治医，かかりつけ医等の指示書の期限の更新又は内容の変更があった

場合においては，新たな指示書の写しを提出すること。 

⑸ 補助事業の遂行が困難となった場合においては，速やかに市長に報告し

てその指示を受けること。 

 （決定通知書） 

第９条 規則第６条の規定による補助金の交付の可否の決定の通知は，八千代

市重度重複障害者受入通所施設運営補助金交付決定（却下）通知書（第５号

様式）により行うものとする。 



 

 

（変更承認申請書等） 

第１０条 第８条第２号及び第３号の規定により市長の承認を受けようとする

ときは，八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金事業変更（中止・

廃止）承認申請書（第６号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 前項に規定する変更の申請について，補助金の額に変更がある場合は，同

項の申請書に加え，八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金所要額

変更調書（第７号様式）も提出するものとする。 

３ 市長は，前２項の規定による申請があったときは，審査の上，速やかに承

認の可否を決定し，その旨を八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助

金事業変更（中止・廃止）承認（不承認）決定通知書（第８号様式）により

通知するものとする。 

 （実績報告書等） 

第１１条 規則第１２条第１項の補助事業等実績報告書は，八千代市重度重複

障害者受入通所施設運営補助金実績報告書（第９号様式）によるものとする。 

２ 前項の報告書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 事業報告書 

 ⑵ 収支決算書 

 ⑶ 重度重複障害者の一覧及び利用実績が確認できる書類の写し 

 ⑷ 看護職員名簿及び出勤状況が確認できる書類の写し 

 ⑸ 看護職員との間で交わした直近の雇用契約書の写し 

 ⑹ 給与明細，賃金台帳その他実際に支出した補助対象事業所に勤務する看

護職員の人件費の額を確認することができる書類の写し 

 ⑺ 八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金精算額調書（第１０号

様式） 

 ⑻ その他市長が必要と認める書類 

 （確定通知書） 

第１２条 規則第１３条の規定による交付すべき補助金の額の確定の通知は，

八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金交付額確定通知書（第１１

号様式）によるものとする。 

 （交付請求書） 



 

 

第１３条 規則第１５条の規定による補助金の交付の請求は，八千代市重度重

複障害者受入通所施設運営補助金交付請求書（第１２号様式）によるものと

する。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は，平成３０年４月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は，令和６年３月３１日限り，その効力を失う。 

附 則（令和３年告示第１２６号） 

 （施行期日） 

１ この告示は，令和３年４月１日から施行する。ただし，附則第２項の改正

規定は，公示の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この告示による改正後の八千代市重度重複障害者受入通所施設運営補助金

交付要綱の規定は，令和３年度以後の年度分の補助金に適用し，令和２年度

分までの補助金については，なお従前の例による。 

附 則（令和３年告示第２３３号） 

 この告示は，公示の日から施行する。  



 

 

別表（第６条） 

補助対象期間利用率の計算結果 修正率 

補助対象期間利用率が７５％未満の場合 ０.７５ 

補助対象期間利用率が７５％以上の場合 補助対象

期間利用

率 

 

  


